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建設業における人材確保・育成に向けた取組

　建設業就業者数は建設投資の減少に伴い減少しており、平成７年度のピークのときに比べると６割程度とな

っています。

　また、就業者の年齢構成については、５５歳以上が全体の４１％を占めている一方で、２９歳以下が１０％

程度という状況で高齢化が進んでおり、将来的には建設業の担い手不足が懸念されます。

　産学官連携して、建設業の中長期的な人材確保育成の取り組みのあり方を検討することを目的として、平成

２６年７月に「産学官連携建設業人材確保育成協議会」が設立され、県も構成員として協議会に参画し、

人材確保・育成等に関する取り組みを行っています。

建設業の担い手確保・育成に関する県の取組

■建設業の魅力発信
・「1万人土木建築体験プロジェクト」を通して、土木・建築を体

験できる場に年間1万人以上の方に来ていただき、その魅力を

伝える活動を行います（平成30年度は3万3千人以上が来場）。

・県内の中学校を対象に、「建設業の魅力を伝える出前講座」を

実施し、測量体験や地元建設業の方からの講話などを通して、

将来を担う子ども達に建設業の魅力を発信しています。

・女性が建設業で活躍できる環境づくりや建設業の活性化を目指

すため、「ながさき建設女子ネットワーク」（愛称“よりより”）

を設立し、女性の視点で様々な取り組みを行っています（平成

30年度は長崎、佐世保、島原で現場見学会や交流会を実施）。

■人材確保・育成
・厚生労働省の建設労働者緊急育成支援事業を活用した（一財）

建設業振興基金の技能工養成講座に平成27年度から県も講師

を派遣しています（令和元年度は型枠工や鉄筋工などの養成講

座を実施予定）。

・（一社）長崎県建設業協会、長崎県建設産業団体連合会に対し

て、新規高卒者のハローワークへの早期求人申し込みについて

協力依頼を行っています。

・総合評価落札方式の入札において、４５歳未満の若手技術者や

女性技術者を対象に加点を行うことで、若手・女性活躍を推進

します。

・令和元年度より、（公財）長崎県建設技術研究センターにおいて、

建設業入職後の若手技術者を対象とした土木施工管理に関する

短期研修として「土木施工管理基礎研修」が新設されました（令

和元年度の実施期間は5月～7月）。

　県では離島から当研修に参加する受講者に対して、旅費の一部

を助成しています。

実施校募集中！
建設業は、道路・橋・河川・港湾など、私たちの生活に欠かせない建設物を造る仕事です。
また、地震等の自然災害から人々の安全で快適な暮らしを守り、支えているのも建設業です。
そんな“建設業の魅力”を伝える出前講座を実施します。

会 場

対象者 ：長崎県内の中学校

内容例

： 1～2時間程度

長崎県 土木部 建設企画課 企画調整班

〒850-8570 長崎市尾上町３番１号

【ＴＥＬ】095-894-3021 【ＦＡＸ】095-894-3461
【メールアドレス】S08080@pref.nagasaki.lg.jp

講座（技術者の講話・測量体験など）

現場見学会

：建設業の仕事の説明、地元技術者の講話、測量体験、
現場見学会など （※ご希望があれば、ご相談ください。）

仕事？
建設業ってどんな 測量は何のため

にするの？

橋はどうやって
造るの？

費用は無料です。

時 間

説明者

：ご依頼のあった学校、近くの工事現場など

：地元建設業関係者（長崎県建設業協会）、長崎県土木関係職員など

申込み・お問い合わせ先

測量体験・ドローン操縦体験

参加した生徒の感想（講話後の生徒アンケートより）

申込み

・「誰かの今や未来を助ける仕事は、かっこいい」
・「社会に貢献している」
・「やりがいがある」
・「女性も活躍している」
・「最新技術を使っている」
・「話を聞くうちに興味がわいてきた」

地元技術者による体験談

：希望日のおよそ1ヶ月前までにお申込みください

近くの工事現場の見学

～「建設業の魅力を伝える出前講座」募集チラシ～

～令和元年度「土木施工管理基礎研修」の開講式～

～女性活躍推進検討ＷＧの様子～



建設企業の成長力強化支援

社会保険未加入対策
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受託工事を除き、総合評価方式により一般競争
入札に付する全ての工事で履行確実性評価方
式を適用します。
入札は電子入札で実施しており、入札回数は
１回限りとし、落札者がいなかった場合の最低
応札者との随意契約は行っていません。



　公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価、再評価、事後評価を実施しています。
また、客観性、透明性を確保するため学識経験者等から構成される公共事業評価監視委員会を設置し、再評価と事後評価の実施手続きの
監視と対応方針（原案）に対する審議を行い、不適切な点または改善すべき点があると認めたときは、意見の具申を受けることにしています。

現地調査の様子

意見書の提出

　なお、国が平成26年度に事業化した西九州自動車道（松浦佐々道路）については、事業に必要な用地取得が本格化した平成28年度から、
沿線市町の応援を得て、県北振興局西九州道推進室（室長以下10名、うち沿線市町からの派遣５名）を新設し、用地取得の促進を支援してい
ます。また、平成30年度より、本明川ダム建設工事の推進を図るため、用地国債制度を活用し、長崎県による用地の先行取得を行っています。

建設部長等を中心として、

　土地を譲っていただいたり、建物等の物件の移転をお願いする場合には、説明会や調査等を実施し、関係者の皆様と協議を行い
ご理解とご協力をいただいております。

※１ 補助事業は5年、交付金は10年（ただし、5年以上経過した時点で、
再評価が必要と判断される事業についても実施）

※２ 再評価後５年経過する前に、工期延長または事業費増額の変更を行
う場合は、その時点で再評価を実施

※１

※２

所有者不明土地法（所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法）
平成30年6月13日に公布されました「所有者不明土地法」に関して、

収用委員会の裁決に代え、知事が裁定を行う、公共事業における収用手続きの合理化・円滑化に関する事務
知事が裁定を行う、地域福利増進事業（利用権の設定）に関する事務
その他、所有者不明土地法に関係する市町等関係機関との連絡、調整　を行っております。

所有者不明土地法とは 　所有者不明土地の利用の円滑化及び土地の所有者の効率的な探索を図るため、
必要な措置を講じ、国土の適正かつ合理的な利用に寄与することを目的としています。


